
 

 

「地方公共団体の財政の健全化に関する法律（財政健全化法）が平成19年6月に公布されました。これによ

り、各自治体が財政健全性に関する比率（「健全化判断比率」及び「資金不足比率」）を公表し、各比率が基準

以上の場合には、議会の議決を経て、財政健全化計画等を作成し、財政の早期健全化や再生等を図ることと

なります。 
 

■徳之島町の平成２８年度決算における「健全化判断比率」及び「資金不足比率」について 
 

＜健全化判断比率＞ 
 

 平成２８年度 平成２７年度 早期健全化基準 財政再生基準 

実質赤字比率 － － １５．００％ ２０．００％ 

連結実質赤字比率 － － ２０．００％ ３０．００％ 

実質公債費比率 １０．６％ １２．１％ ２５．００％ ３５．００％ 

将来負担比率 ４５．７％ ６４．５％ ３５０％  

※ 黒字により、実質赤字比率及び連結実質赤字比率は算定されないため「－」を記載。 
 

○実質赤字比率・・・一般会計を対象とした実質赤字額の標準財政規模に対する比率。家計でいえば、
年間の収入に対してどれだけ赤字となってしまったかを示します。 
⇒ 一般会計等の実質収支は黒字であるため算定されていません。 

 

○連結実質赤字比率・・・全会計を対象とした実質赤字の標準財政規模に対する比率。家計でいえば、
日常の生活費と学費の積立口座等の全ての出し入れを含めた赤字の割合を示します。 

⇒ 全ての会計の実質収支は黒字であるため算定されていません。 
 

○実質公債費比率・・・一般会計等が負担する地方債の元利償還金及び準元利金の標準財政規模に対
する比率。家計でいえば、１年間の収入に対する、借金の返済額の割合を示します。 

⇒ 平成２８年度は、前年度比△１．５％と減少しています。減少した主な要因は、元利償還金が減少（１２５，

５６９千円）したためです。 
 

○将来負担比率・・・一般会計が負担すべき実質的な負債の標準財政規模に対する比率。家計でいえば、
１年間の収入に対して、住宅ローン等の借金の返済や将来支払う事が確定している費用の割合を示します。 

⇒ 平成２８年度は、前年度比△１８．８％と減少しています。減少した主な要因は、地方債残高の減少（△２

２６，５４３千円）及び充当可能基金の増加（４５６，８９３千円）などによります。 

 

＜資金不足比率＞ 
 

会計名 資金不足比率 経営健全化基準 

水道事業特別会計（法適用） － 

２０．０ 
簡易水道特別会計（法非適用） － 

農業集落排水事業特別会計（法非適用） － 

公共下水道事業特別会計（法非適用） － 

   ※資金不足比率が算定されないため、「－」を記載。なお、「法適用とは公営企業法の全部又は一部を適用してい 

る事業をいい、「法非適用」とは、それ以外の事業を言います。 
 

○資金不足比率・・・公営企業会計毎の資金不足額の事業規模に対する比率で、一般会計等の実質赤
字比率にあたります。 

 ⇒ 各会計とも黒字であるため算定されていません。 

 

徳之島町の平成２８年度決算における健全化判断比率及び資金不足比率は、いずれも早期健全化基準また

は経営健全化基準を下回っています。しかしながら今後は地方交付税の減少も予想されるため、町債の計画

的発行、自主財源の確保、行政改革による経常経費の更なる削減を進めながら、町財政の健全化に努めてま

いります。 


